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と 1骸 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参カロされる事業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都市内の事業所等の事業活rplのためのエネルギ
ーの使用に伴い発生する温室/pl果〃スを、 「輸送車両排出区分J

とは 自 動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都市内とする車両の,卜出する温宣効果ノスを、鉄道事業者については保有する貨物草
両スは旅客車両の排出する温室効果ガスを、 「そのlL排出区分」とは、上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効
果ガスをいいます。
4「 竹記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギ

ー原単位CO排 出と、省エネ製品開発など他者の温室

効果〃ズ排出削減への貢献、グツーン調達の採用、特定フコンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減などを記入してください。

ち対策条例第18条第 1項 (第18
lH定事業者の

主たる業種

卜郡 当 r信 日本 店 ヽ

該当する事業
者要件

膨 京都府地球温暖化対策条例加行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者

算して1,500キロリットル以上))
(原油に換

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
スはパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算 して3.000トン以上))

「

計 画 期 間 平成 1 8 年 4 月 平成  20年 3 月

基 本 方 針 電気 ・ガツブン ・都市ガス等のエネルギー消費削減並びに紙資源や時間外動務の削減策により、 6パ
ーセ

ン ト以上のC02排 出量の削減を目指す。

推 進 体 制 ECO(エ ヨ)推 進プロジェク トチームの発足 (H17 12)に よる、平成 18年 度以降の具体的なC

02排 出量削減に向けての計画を策定し、全店 (社)実 施を図る。

年度ごとの具
体的な取紅及
び措置

年 度 対象、工程等 計 画 内 容

18～ 19 全店空調
ECO〈 エコ)推 進プロジェクトチームの計画に沿つて、ウォームピズ クールピズを全店展開する
ことで、電力、ノスの使用畳を削減しつつ、草輌用ガンツンの節減によって、平成 19年 度には6%
以上削減する。                  ′

18～ 19 諸設備
ECO(エ コ)推 進プロジェクトチームの計画にy「

Nって、空嗣 照 明・事務機器 そ の他駆動機器等
の新段は節電型機器を積極的に採用する。

1 8～ 1 9 人的取組 ECO(エ コ)推 進プロジェクトチームの計画におつて、時間外勤務の減少を図る。

18～ 19 省資源化 ECO(エ コ)推 進プロジェクトチームの計画に沿つて、紙資源の削減を図る。

18～ 19 事輌 印臣更新の選択肢は、燃費を優先的に考慮する。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基 準年度 (実績 ,

(16)年 度
(二酸化炭素擦算 (t))

日棟年度 (計山)

(19)年 度
(二酸化炭第養算 (t))

自リフ,そ=そこ

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 5,166 t 4,856 t -60%

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他〕:出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1                 5,166 t Ⅲ2             4,856 t _60%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

等 (二酸化炭案換算 (t

森林の保全及び整備 建備面積) 〈吸収量) t

府内産の木材の利用 て利用畳) mJ (肖1滅量) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

て売電畳) kwh 〈削減曇) t

(熱供給曇) C」 〈肖Ⅲ滅童) t

グリーン電力の購入 (購入豊) | kwh く削減と) t

削減量等合計 t

差引排 出量

(排出合計一削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

5 166 t ●2)―●3)          4,856 t -60%

特 記 事 項 1 ウ ォームビズ ・クータレビズの取組みについては、全店舗内においてポスター、インホ‐メーションボ
ー ド等によ

る啓蒙活動と、金庫外に向けては、ホームページにてアピータレを行つた。
2 ECO(エ コ)推 進プロジェクトチーム活動の一環として、C02削 減に向けての具体策を協議抽出し、全店レ
ベルの実践を図る。
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